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本研究は，首都圏における防災関係機関の組織横断的情報共有の実現を目的として，首都直下地震の初

動期における災害対応上の課題を抽出し，その課題解決に貢献する防災アプリケーションを開発し，それ

らを統合した情報連携デモンストレーションを地方公共団体の防災・消防職員を対象に実施する．具体的

には，対象地域は神奈川県，横浜市，川崎市の3県市とし，同時多発火災と救急搬送（ヘリによる救急搬

送，救急車による患者搬送）を主なテーマとして，火災延焼シミュレーション，災害救援航空機情報共有

ネットワーク，救急車搬送システム，災害対応管理システム，汎用災害情報ビューアなどの防災アプリケ

ーションならびに情報共有データベースを統合した情報連携デモンストレーションを実施した． 

 

Key Words : information sharing, disaster reduction, disaster management, Tokyo metropolitan near 
field earthquake disaster, wide-range cooperation  

 

 

1. はじめに 

 

 南関東地域で発生するM7クラスの直下型地震は，今

後30年以内に発生する確率が70%程度と極めて高い発生

確率が示されている1)．中央防災会議2)による被害予測で

は，最大で死者数約11,000人，建物被害約85万棟，経済

被害約112兆円とされており，直接・間接被害ともに甚

大な被害が発生する．政治・経済の中枢である首都圏に
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おける地震防災対策は，我が国おける防災行政上，喫緊

の課題となっている． 

発生する被害を軽減するためには，防災関係機関が密

接に連携し対応することが重要であり，組織横断的な情

報共有の体制作りが急務である3)．首都直下地震対策大

綱4)においても，首都圏広域連携体制の確立として，政

府現地対策本部と地方公共団体の災害対策本部間との情

報共有化や連絡調整体制の整備，防災情報共有プラット

フォームを用いて情報の共有化を行うことが記されてい

る．このように災害情報の共有化の重要性は広く認識さ

れているものの，防災関係機関における組織横断的な情

報共有は依然として実現していない． 

そこで本研究では，首都圏における防災関係機関の組

織横断的な情報共有の実現を目的として，首都直下地震

の初動期における災害対応上の課題を抽出し，その課題

解決に貢献する防災アプリケーションを開発し，それら

を統合した情報連携デモンストレーションを地方公共団

体の防災・消防職員に対して実施する．具体的には，ま

ず首都直下地震初動期において重要となる同時多発火災

と救急搬送をテーマとして，組織横断的な情報共有に関

連する災害対応上の課題及びシステム導入によって想定

される改善点を検討する．検討結果を踏まえて，組織間

情報共有を実現するための防災アプリケーションならび

に情報共有データベースの開発を行い，これらを統合し

た情報連携デモンストレーションを実施する．また，情

報共有の効果について，システム導入の前後で業務プロ

セスがどのように変化し，どのような事が可能になった

のかその効果を明らかにする． 

災害情報の共有化を目指す取り組みとしては，総務 

省5)の安心・安全公共コモンズや，防災科学技術研究所6)

の災害リスク情報プラットフォームに関する研究などが

ある．技術的な差異はあるものの，実現しようとする環

境には大きな違いがないが，総務省5)は生活者である住

民に対してテレビ，パソコン，携帯といった多様なメデ

ィアでの情報提供を目指している点に特徴があり，防災

科学技術研究所6)は，災害リスク情報の相互運用を目指

しているところに特徴がある．本研究がこれらの研究と

異なる点は，まず技術的には，本研究で使用している情

報共有データベースなど基本となる情報基盤は，防災関

係機関間の情報共有を目指した危機管理対応情報共有技

術による減災対策の成果7)をベースとしている点である．

次に，首都直下地震初動期に大きな課題となる同時多発

火災と救急搬送において，災害対応上の課題及びシステ

ム導入によって想定される改善点を検討し，その検討結

果を踏まえて課題解決に貢献する防災アプリケーション

を開発するとともに，複数のアプリケーションを連携さ

せる点である．さらに，発災後の災害対応業務を支援す

るシナリオを設定し，防災・消防の実務者に対してデモ

ンストレーションを行っている点である． 

本論文の構成は以下の通りである．2章では，デモン

ストレーションの目的と概要について， 3章では，組織

横断的な情報共有に関連する災害対応の現状の課題及び

システム導入によって想定される改善点の検討について，

4章では，防災アプリケーションと情報共有データベー

スの概要について，5章では，自治体職員の意見につい

て，述べる．最後に6章で本研究のまとめを行う． 

 

 

2. 情報連携デモンストレーションの目的と概要 

 

 どれだけ良い情報システムを開発しても，実務の現場

の人たちが情報システムの有効性を理解しなければ実用

化や普及展開は困難である．首都圏では，近年大規模な

地震災害を経験していないため，防災・消防の実務者で

あっても首都直下地震でどのような被害が発生し，どの

ような災害対応上の課題があるのかを適切にイメージし，

理解することは容易ではない．  

 そこで本研究では，首都直下地震において組織横断的

な情報共有環境が求められる災害対応状況を設定し，災

害対応上の課題解決に資する情報システムのデモンスト

レーションを行うことにより，実務者に情報システムの

有効性を理解してもらうことを企図した． 

 

(1) 目的 

情報連携デモンストレーションの目的は，「首都直下

地震初動期における広域連携をテーマとした情報共有に

よる効果を，デモンストレーションにより実証する．」

とした．デモンストレーションは，地方公共団体の防

災・消防職員に対して行われ，首都直下地震発生時の災

害シナリオ下において，「実際に動作するシステム」を

提示（デモンストレーション）することで，実務者に構

築した情報共有環境の必要性を理解してもらうことを狙

ったものである． 

 

(2)  想定する災害 

デモンストレーションの内容として，(i) 県・市の連携

について検討できること，(ii) 被害が広域に発生するこ

と，(iii) 広域的に防災機関の情報共有や連携が必要とな

ること，以上を基本的な要件とした．まず，対象地域と

して神奈川県と横浜市，川崎市の3県市を選定した．東

京都を選定しなかったのは，特別区である23区を有して

おり，行政組織が他の地方公共団体と異なるためである．

対象地域を神奈川県に設定したことを受けて，横浜市と

川崎市で大きな被害が出る地震災害という観点から，想

定する災害として中央防災会議首都直下地震被害想 

定2)の川崎市直下地震(M6.9)を選定した．多摩川沿岸部で
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は軟弱な地盤が広範囲に拡がっていることから，同地域

を中心に震度6強の強い揺れに襲われる．想定される被

害は，地震発生が18時，風速15m/sの場合，全壊棟数約

18万棟（火災によるもの約13万棟），死者1,800人（火災

による死者900人），負傷者数約36,000人（うち重傷者数

4,900人）である8) ． 

 

(3)  デモンストレーションで取り扱うテーマ 

デモンストレーションで取り扱うテーマとして，首都

直下地震初動期において大変重要なテーマである，「同

時多発火災」と「救急搬送」の2つを選定した． デモン

ストレーションの具体的なシナリオを構築するに際して

は，関係機関の地域防災計画や内閣府の首都直下地震応

急対策活動要領等の既存計画を調査するとともに，川崎

市消防航空隊（2009年1月27日），消防庁（2009年2月16

日），横浜市安全管理局（2009年7月7日）にヒアリング

を行い，首都直下地震時における同テーマへの対処計画

や現行システムを調査した上で，組織横断的な情報共有

が有効となるようなシナリオについて検討した．  

a) 同時多発火災 

リアルタイム火災延焼シミュレーションシステムを導

入し，地震発生から12時間後，24時間後の延焼予測結果

を関係機関で共有することにより，被害量や必要な応援

量の見積り，区が避難勧告発令の判断等を行う状況を設

定した．また，正確な延焼予測のためには，正確な出火

点の情報を把握し入力する必要がある．そこで，地区本

部が把握した出火点情報やヘリから出火点情報を送信す

る連携により，より精度の高い火災延焼シミュレーショ

ンが可能になることを示す．さらに，市災害対策本部や

各部署，区災害対策本部の対応指示状況の共有を可能に

する状況を設定した（図-1）． 

b) 救急搬送（ヘリによる救急搬送，救急車による患者

搬送） 

ヘリによる救急搬送では，被災地内にある病院で処置

できない重篤患者を受入可能な病院に転送するというシ

ナリオとし，病院（転送側：川崎病院・受入側：北里大

学病院），県（ヘリ運航調整室），市（東京ヘリポー

ト）の情報共有に加えて，地上と上空（ヘリ）のリアル

タイム情報共有環境を実現する（図-2）． 

救急車による患者搬送に際しては，患者搬送要請を受

けた救急車が，搬送中の重症患者情報を受け入れ先の病

院に伝える一方，道路管理者から道路の通行規制情報，

火災延焼シミュレーション結果による通行が危険な不通

箇所を共有することにより，受け入れ先病院に向かう際

東京ヘリポート

横浜ヘリポート

避難勧告

延焼シミュレーション
対応・指示

火点情報

火点情報

共有ＤＢ

地震発生～１時間半
・同時多発火災
・避難勧告

主な共有情報

偵察

偵察

火点情報

横浜市消防本部

横浜市災害
対策本部

鶴見区

川崎区

川崎市航空隊

横浜市航空隊

地区本部

 

図-1  火災延焼シミュレーションと避難勧告発令 

 

東京ヘリポート

運航情報

共有ＤＢ

３時間後～
・航空機運航支援
・重症患者搬送

主な共有情報

運航情報

重症患者情報

ヘリ運航調整室

搬送依頼

搬送要請

神奈川県神奈川県

川崎病院川崎病院北里大学病院北里大学病院

川崎市航空隊川崎市航空隊

 
図-2  ヘリによる救急搬送 

 

病院の空き情報

共有ＤＢ

５時間後～
・搬送拠点からの

重症患者搬送

主な共有情報

搬送中の
重症患者情報

搬送要請
川崎市消防本部

川崎市立病院

済生会横浜市東部病院

病院の空き情報

延焼シミュレーション
道路不通シミュレーション

横浜市・川崎市消防本部

道路不
通箇所

火災延
焼状況

 

図-3  救急車による患者搬送 
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庁内情報
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延焼シミュレー
ション結果

延焼シミュレーション結果
から道路危険箇所抽出

デモ前半

10時 11時 13時 15時 16時 22時

デモ後半

火災延焼シミュレーション

図-4  デモの時間フェーズ 
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に安全かつ通行可能なルートを選定する状況を設定した

（図-3）． 

なお，デモンストレーションを実施する際には，地震

後の時間経過の中で，シナリオを前半と後半で分け，

個々のシステムを説明するというよりは，シナリオの中

で特定の場面を示しながらシステムを活用した意思決定

や対応状況をデモンストレーションすることとし，より

実際的な活用状況を理解してもらえるよう努めた（図-

4）． 

 

 

3. 組織横断的な情報共有に関連する災害対応の

課題及びシステム導入による改善点の検討 

 

本章では，2章(3)で述べたデモンストレーションで取

り扱うテーマを対象として，組織横断的な情報共有に関

連する災害対応の課題及びシステム導入により想定され

る改善点について，主に地域防災計画の記載項目に基づ

いて検討する．なお，以下に示した業務プロセスと情報

の流れ（システム無し）については，関係機関に照会し，

その内容については誤りが無いよう確認を行っている． 

 

(1) 情報共有システムの必要性 

組織横断的な情報共有システムの必要性についてn個

の組織がある場合について考えてみる．組織間で情報共

有する際に1対1の組織間報告をベースにすると，図-5の

左部のようにn個の組織に対してn(n-1)/2回報告をする必

要がある．一方で情報共有データベースを介したシステ

ム連携の場合では，図-5の右部のようにn回入出力作業

を行えば共有できる．すなわち，関連する組織が4以上

（n≧4）あればシステム導入の意義があると言え，首都

直下地震のように関係する防災機関が多数存在する場合

には，こういった仕組みが不可欠である． 

 

(2) 災害対応課題及び改善点を検討する視点 

組織横断的な情報共有に関連する災害対応の課題及び

改善点を検討する視点は，（財）全国地域情報化推進協

会の自治体における防災システム導入に関する報告9)に

記載されている「全庁的情報共有による災害対応業務の

迅速化」を踏まえて，以下の三点と定義する．すなわち，

「わかりやすい情報の生成」ができ，リアルタイムのみ

ならず，教訓として「複数機関による情報共有」が可能

となった結果，対応計画の意志決定および「現場で迅速

で効率的な対応」が可能となることである．今回はデモ

ンストレーションのテーマに対して，システムの有無に

よる業務プロセスと情報の流れを対象地域3県市の地域

防災計画10), 11), 12)に記載されているデータをもとに分析す

る．テーマごとの分析結果をシステムの有無によって比

較することで，組織横断的な情報共有に関連する災害対

応の課題（システム無しの場合）及び想定される改善点

（システム有りの場合）を検討する． 

 

(3) 同時多発火災 

図-6の左部は，デモンストレーション前半の同時多発

火災に対する，システム無しでの業務プロセスと情報の

流れを分析した結果である．緑地の白抜き文字が関連主

体，白地の黒文字が業務内容，赤地の白抜き文字が報告

される情報内容を示している．また，赤実線矢印は業務

プロセス，黒点線矢印は情報の流れを示している．この

図から，現状ではヘリコプターから確認できる上空から

の情報が活用されず，市消防本部は現場からの限られた

状況報告から消防の出動を判断していることがわかる．

また市災害対策本部は，市消防本部から文字によって火

災情報が報告されるため，火災情報を有効活用した市民

への迅速な避難勧告・指示が実施困難である．その結果，

現場では被災地の火災の全体像を把握できず，現場から

の限られた延焼動態報告に応じた，場当たり的な避難誘

導が行われるなどの問題が発生する． 

同じテーマに対する，システム有りの分析結果が図-6

の右部である．火災情報が現場からだけではなく，ヘリ

コプターによる上空からの確認情報が複数の端末から入

力される．入力された情報はシステムにより集約され，

火災延焼シミュレーションによる近未来情報と合わせて，

市消防本部や市災害対策本部をはじめとした複数の機関

でわかりやすい空間情報として共有される．市災害対策

本部は，これらの情報をもとに火災延焼による住民の避

難対応を区災害対策本部に指示し，区災害対策本部は対

象地域に対して避難指示を発令する．現場でも，被災地

における火災の全体像を共有しながら，その全体情報を

もとにした指示によって対応できるため，迅速で効率的

な活動が可能となる． 

同時多発火災における組織横断的な情報共有に関連す

る災害対応の課題及びシステム導入によって想定される

改善点を先述の視点をもとに比較した結果が表-1である．

システムの導入により，文字情報による報告が延焼シミ

図-5  システムの有無による情報共有にかかる業務数 
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ュレーションによる近未来情報を含めた空間情報として

表示されるなど，わかりやすい情報の生成が可能になっ

ている．またヘリコプターをはじめとした複数の端末か

らの情報入力や，複数機関および現場での情報共有が行

われている．その結果，現場では限られた延焼動態に応

じて避難誘導していたものが，被災地の火災の全体像を

踏まえた迅速で効率的な避難行動が可能になる． 

 

(4) ヘリによる救急搬送と救急車による患者搬送 

デモンストレーション後半の，ヘリによる救急搬送と

救急車による患者搬送を対象とした検討結果を，それぞ

れ図-7と表-2，図-8と表-3に示す．図-7の左部が，ヘリ

による救急搬送をシステム無しで分析した結果である．

県の災害対策本部は，災害医療拠点病院からの患者搬送

要請に対して，ヘリの運航を消防庁や自衛隊をはじめと

したヘリ所有機関のヘリ運航調整室に要請する．ここで

は，ヘリポートからのヘリ運航情報をもとに運航を調整

し，ヘリポートに運航を依頼する．しかし，ヘリ運航を

調整すべき県災害対策本部にヘリ情報がわかりやすい情

報として提供されないことから，調整が難航し，結果と

して現場で迅速な対応に遅れが生じる．そこでシステム

を導入すると，図-7の右部に表示されているように，全

てのヘリの運航状況がヘリからシステムに入力される．

その結果，リアルタイムにヘリの運航状況が空間情報と

スケジュールとしてヘリ運航調整室に表示される．これ

により，需要を把握する場所での運航調整と現場での迅

速な対応が可能となる． 

表-2はヘリによる救急搬送における組織横断的な情報

共有に関連する災害対応の課題及びシステム導入によっ

て想定される改善点を先述の視点をもとに比較した結果

である．ヘリの運航状況が，文字情報から空間情報とス

ケジュールに変わるなど，わかりやすい情報が生成され

ている．また，ヘリポートで集約されてからヘリ運航調

整室に報告されていたヘリの運航状況が，ヘリからリア

ルタイムの情報として直接集約されるとともに複数機関

による情報共有が可能となった．またシステム導入以前

は運航調整の遅れが，現場での対応の遅れにつながって

いたが，システム導入後は需要を把握できる場所での運

航調整が可能となったことから，現場での迅速で効率的

な対応が可能になる． 

図-8の左部は，システム導入前の，救急車による患者

搬送の業務プロセスと情報の流れを分析した結果である．

救急車は，区消防本部からの出場指示に従って搬送を実

施するが，搬送先の病院に関しては，個別に把握するシ

ステムになっている．また，火災延焼や道路被害等の状

況は市災害対策本部までは共有されているが，現場の救

急車には配信されていないので，救急車は自分の目で確

認できる情報のみから判断しなければならず，迅速な対

応が困難なことがわかる．そこで，システムを導入する

ことによって（図-8の右部），複数の端末から火災情報
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図-6  同時多発火災に対する業務プロセスと情報の流れ（左：システム無し 右：システム有り） 

 

表-1 組織横断的な情報共有に関連する災害対応の課題及び想定される改善点（同時多発火災） 

 現状の課題 想定される改善点 

わかりやすい情報の生成 
・市消防本部から市災害対策本部に

火災情報を文字情報で報告 
・火災情報および延焼シミュレーションに

よる近未来情報が空間情報として表示 

複数機関による情報共有 

・ヘリからの情報が活用されない

・現場で火災の全体像の把握が困難 
・ヘリをはじめとした複数の端末から情報

入力 
・複数機関および現場での情報共有 

現場での迅速で効率的な対応
・現場の延焼動態に応じた住民の避難

誘導 
・被災地の火災の全体像を踏まえた迅速な

避難行動 
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および延焼シミュレーション結果，広域道路情報，病院

情報が入力されるので，救急車の車載情報端末にこれら

の情報が空間情報として表示される．救急車は，これら

のわかりやすい情報を活用することで，迅速で効率的な

対応が可能となる． 

表-3は，救急車による患者搬送における組織横断的な
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現場での迅速で効
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図-7  ヘリによる救急搬送（左：システム無し 右：システム有り） 

 

表-2  組織横断的な情報共有に関連する災害対応の課題及び想定される改善点（ヘリによる救急搬送） 

 現状の課題 想定される改善点 

わかりやすい情報の生成 
・ヘリポートからヘリの運航状況が県

のヘリ運航調整室に文字情報で報告 
・ヘリの運航状況がリアルタイムに空間情報

とスケジュールとして表示 

複数機関による情報共有 
・ヘリの運航状況は，ヘリポートで集

計されてからヘリ運航調整室に報告 
・ヘリの運航状況が運航調整を行うヘリ運航

調整室でリアルタイムに共有 
現場での迅速で 

効率的な対応 

・運航調整に遅れが生じた結果，現場

での対応に遅れ 
・需要を把握できる場所での運航調整が行わ

れることから現場での迅速な対応が可能 
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図-8  救急車による患者搬送（左：システム無し 右：システム有り） 

 

表-3  組織横断的な情報共有に関連する災害対応の課題及び想定される改善点（救急車による患者搬送） 

 現状の課題 想定される改善点 

わかりやすい情報の生成 ・救急車から見える情報で対応 ・被災地の全体像が空間情報として表示 

複数機関による情報共有 

・火災情報，道路情報等は市災害対

策本部には報告されるが救急車ま

で報告されない 

・複数端末から入力された情報が救急車の

情報端末に表示 

現場での迅速で効率的な対応 ・現場の状況を見ながらの対応 ・被災地の全体像を踏まえた迅速な対応 
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情報共有に関連する災害対応の課題及びシステム導入に

よって想定される改善点を先述の視点をもとに比較した

結果である．システム導入前は，救急車から見える情報

のみから対応していたものが，システムの導入によって

周辺の被害情報や病院の受け入れ状況などが空間情報と

して端末に表示されるなど，わかりやすい情報の生成が

なされた．また，導入前は，市災害対策本部が把握して

いる被害情報は，救急車とは共有される仕組みになって

いなかったが，導入後は複数端末から入力された情報が，

救急車の情報端末にも表示されるなど，複数の関係機関

による情報共有が実現した．その結果，現場で入手でき

る限られた情報に基づいた判断・対応から，周辺の被害

情報を踏まえた迅速で効率的な対応への移行が可能とな

る． 

 

 

4. 防災アプリケーションと情報共有データベー

スの概要 

 

本研究で使用する防災アプリケーションと情報共有デ

ータベースについて説明する．防災アプリケーションと

情報共有データベースは，災害情報の生成または入出力

を行う防災アプリケーションとして火災延焼シミュレー

ション13)，災害救援航空機情報共有ネットワーク（D-

NET）14)，救急搬送システム15)，災害対応管理システム16)

と汎用災害情報ビューア15)，防災アプリケーションを連

携する枠組みとなる情報共有データベースとして減災情

報共有プロトコル（MISP）と減災共有データベース

（DaRuMa）17)で構成されている（図-9）．これらシステ

ムは，3章の検討結果を踏まえて必要な新機能の開発及

び実装を行った． 

 

(1)  火災延焼シミュレーション13) 

火災延焼シミュレーションは，消防庁消防研究所によ

って開発された消防力運用支援情報システムを構成する

機能の一つである．ある地区の建物データをベースとし

て延焼経路データを作成することにより，火災発生建物

と風速，風向を設定することで，時間経過による各建物

の状況を被害なし，延焼中，焼失建物として判定するも

のである．多点同時出火の状況や同時延焼火災の状況，

および各出火点の出火時刻の違いを想定できるとともに，

延焼状況は最終時刻までに任意の時間間隔で把握できる．

図-10は火災延焼シミュレーションの表示画面を示して

いる．赤い部分は現在延焼中の箇所，黒い箇所が既に焼

失した箇所を示している． 

本研究では，横浜市ならびに川崎市全域の建物の形

状・構造データ，消防署所データ（位置と部隊数），道

路ネットワークデータ，消防推理データ（位置と水量）

等のシミュレーションに必要な基礎データを整備した．

また，100件程度の同時多発火災に対しても高速に処理

できるよう，改良を行った． 

情報共有データベースから入手した火災発生建物の情

報を入力し，建物ごとの出火開始時刻と焼失時刻および

火災発生建物のリストを情報共有データベースに出力す

るように設定した． 

 

(2)  災害救援航空機情報共有ネットワーク(D-NET)14) 

災害救援航空機情報共有ネットワーク(D-NET)は，宇

宙航空研究開発機構(JAXA)と京都大学防災研究所が共

同で提案している航空機の運航に関する情報を共有する

ための規格である．首都直下地震発生時には，首都圏上

空に災害救援ヘリは425機集結すると試算されているが，

全国の消防防災ヘリを統括する消防庁，救援部隊を受け

入れる県災害対策本部ヘリ運航調整室には，これらの機

体を一元管理し，相互に情報を共有するための情報ツー

ルは現在のところ整備されていない．そこで，D-NETの

導入により下記の効果が期待される． 

MySQL

MISP Processor
(Java/Ruby) 

SQL

DaRuMa

川崎市消防航空隊
活動拠点

延焼シミュレーション

MISP
D‐NET

災害対応管理
システム

防災アプリケーション

救急搬送システム

汎用災害ビューア

 

図-9  防災アプリケーションと情報共有データベース 

 

 
図-10  火災延焼シミュレーションの表示画面 
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 多数機の運航状況のリアルタイム管理による救援活

動の効率向上 

 航空機が収集する被災地情報の共有化による即応性

向上 

 航空機と地上部隊との連携強化，救援物資輸送の効

率化 

 高密度空域での空中衝突防止 

図-11は，D-NET地上システムの画面である．機体の

位置，任務情報をリアルタイムに表示することが可能と

なっている．本研究では，D-NETを活用した広域の機体

情報の共有に加えて，D-NETと情報共有データベースを

接続し，ヘリが把握した出火点情報や災害拠点病院の収

容状況などを相互に共有できるようにした．具体的には，

神奈川県災害対策本部内に設置されたヘリ運航調整室か

ら，横浜ヘリポートの横浜市消防防災ヘリ，東京ヘリポ

ートにある川崎市消防防災ヘリのそれぞれに対して指示

された任務情報が D-NETへ入力され，D-NETからは機体

情報（任務や位置などの情報）を情報共有データベース

に出力するように設定した．同時多発火災シナリオでは，

赤外線モニタを搭載した偵察ヘリが把握した出火点の位

置情報をD-NETから情報共有データベースへ出力する．

この出火点情報は，先に説明した火災延焼シミュレーシ

ョンの入力となる．また，救急搬送シナリオでは，拠点

病院の患者収容状況が，情報共有データベースを介して

D-NETに入力されることにより，各機体において拠点病

院の状況がリアルタイムに共有されるようになる．  

 

(3)  救急搬送システム15) 

救急搬送システムは，救急車による患者搬送を対象と

して，救急車と病院をはじめとした組織間で情報を共有

するものである．本研究では，救急車と病院にシステム

端末が設置されていることを想定している．救急車端末

には，情報共有データベースから道路状況（道路規制，

混雑，被害）（図-12），延焼状況や周辺病院の状況

（診療可否など）が入力される．救急車内から患者の集

中程度が低い病院を検索し，通行可能な道路を通って搬

送先に患者を運ぶことが可能となる．救急車からは，救

急車の位置情報と患者情報が情報共有データベースに出

力される．病院の端末には，情報共有データベースから

救急車の位置情報と患者情報がリアルタイムに入力され

る（図-13）．病院側は患者到着前の医療体制の準備が

可能となり，患者受け入れ後に患者数の更新が可能とな

る． 

 

(4)  災害対応管理システム16) 

災害対応管理システム（画面例は図-14）は，災害時

の地方公共団体の対応活動を支援するための庁内情報共

有システムである7)．このシステムは，災害対策本部か

らの指示・対応，各部局からの被害報告，避難所管理・

運営，県への報告等，災害対策本部を中心とした必要最

小限の災害対応業務に関する情報共有を支援することを

目的として，新潟県見附市の協力を得て開発され，現在

同市で試験運用中のものである． 

本研究では，デモンストレーションの対象地域が政令

指定都市であることから，災害対応管理システムには下

記の機能を新たに設定した． 

 災害対策本部が庁内の各部，各区に対して指示を出

川崎市消防航空隊
活動拠点

図-11  D-NET地上システム画面 

 

 

 

図-12  デモンストレーションで設定した広域道路情報 

（道路管理者から提供されたことを想定） 

 

Ambulance-1
20-30代女性

救急車内の入力端末画面 救急車内・病院での地図閲覧画面

 

図-13  救急搬送システムの表示画面例 
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し，各部，各区が対応の報告を行う機能（従来機

能） 

 各区の災害対策本部の指示・対応を確認する機能 

 各区の被害情報の集約結果を確認する機能 

 各区の被害情報を集計して市の集計結果をまとめ，

共有データベースへ自動登録する機能（従来機能） 

 情報共有データベースから情報を検索，取得し，そ

して登録する機能 

 

(5)  汎用災害情報ビューア15) 

汎用災害情報ビューアは，情報共有データベース上の

各種情報を表示する汎用ビューアであり，本研究では，

神奈川県，横浜市，川崎市の各部署や災害拠点病院，救

急車車内などに本システムが設置されていることを想定

し，広大な地図上で各種災害情報を共有する環境を実現

する． 

本システムは，大画面共有システム「天窓」の上に構

築された災害対策本部システムのプロトタイプである．

「天窓」はディスプレイを多数統合することで大きな領

域を実現するとともに，遠隔地で同じ画面を共用しつつ，

その共有画面で複数箇所から入力を可能にする基盤シス

テムである．広域地図を表す仮想画面を保持しているサ

ーバを設置することにより，ネットワーク接続している

様々な機関が，必要な範囲の地図を自由に見ることがで

きる．図-15はモデル地域の発火点，延焼地域と推定さ

れる通行不能道路および横浜市鶴見区ならびに川崎市川

崎区に避難勧告が発令されている状況を表示している． 

 

(6)  減災情報共有データベース(DaRuMa)17) 

減災情報共有データベースは，防災関係機関の各種情

報システムを相互連携させることを目的として開発され

た減災情報共有プロトコル(MISP)に準拠したデータベー

スである．減災情報共有データベースの1実装である

DaRuMa (DAtabase for Rescue Utility MAnagement)の主な特徴

は，下記のとおりである． 

 基盤となるデータベース管理システムにはMySQLを

用いて，大規模データを安定かつ高速に検索・操作

できる． 

 SQLとMISPを仲介するミドルウェアはJavaによって

記述しており，多数のプラットフォーム（Windows，

Linux等）で動作可能である． 

 実装で使用しているソフトウェアはすべてオープン

ソースのフリーソフトウェアであり，DaRuMa自体

もオープンソースのフリーソフトウェアである．こ

のため無償で自由な利用が可能となる． 

このほかにも入出力データをMISPに変換してDaRuMa

に接続するためのツール（DaRuMa接続ツール），およ

びDaRuMaとMISPで用いる情報のスキーマをグラフィカ

ルに作成するためのツール（スキーマエディタ）も合わ

せて整備しているなどの特徴があり，異システム間の連

携が容易に行えるよう設計されている． 

 

 

5. デモンストレーション実施と自治体職員から

の意見 

 

(1) デモンストレーションの実施概要 

1回目は2009年12月18日有明の丘基幹的広域防災拠点

において，第19回八都県市首都直下地震対策研究協議会

参加者を対象として，2回目は2010年3月25日横浜市危機

管理室において，横浜市安全管理局，川崎市危機管理室，

川崎市消防局，神奈川県安全防災局の消防・防災職員21

名を対象として，プロジェクターを2台同時使用したデ

モンストレーションを，それぞれ2時間半～3時間程度実

施した（図-16）．デモンストレーションでは，プロジ

ェクターを2台使用し，災害の発生状況を説明した上で，

誰がどのような場面で使用するのかを，災害対応業務の

内容を踏まえてシステム連携の実演を行った．デモンス

 

図-14  災害対応管理システムの画面例 

    （横浜市災害対策本部の指示一覧） 

 

 

図-15  汎用災害情報ビューアによる表示例（情報共有データ 

ベース上の各種情報が重畳されて表示されている） 
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トレーション後には，意見交換会，アンケート調査を実

施した．  

 

(2) 自治体職員からの意見 

意見交換の内容やアンケート結果からは，開発したシ

ステムやアプリケーションについては，実際に活用する

場面を説明した上で実演したこともあり，否定的な意見

はほとんどなく，直ぐにでも活用したいとの意見が数多

く上がった．このことから，デモンストレーションの目

的である開発システムの有用性を実務者に理解してもら

うことは概ね達成できたと考える． 

一方，実際に導入するとなると，いくつかの障害が存

在することがわかった．ここでは，システムを導入する

際の課題として挙げられた事項を以下に示す． 

 個人情報保護について解決すれば，当自治体の情報

システムと連携してもよい． 

 情報の共有化には関心あるが，共有化が進むとトラ

ブルが発生した際の責任が大きいのではないか． 

 最近では市の内部でも情報共有のルールが厳しくな

っているので，システム導入の以前にこの部分の整

理が優先されるのではないか． 

 シミュレーション情報の活用にあたり，特にヘリや

救急車の運用には法的な課題がある． 

 システム構築とその維持管理にかかる財政負担はど

れほどのものか． 

以上から，災害時の防災機関間情報共有については，

筆者らが開発した防災アプリケーションならびに情報共

有データベースにより，技術的な側面での課題は概ね解

決されているものの，実際に導入するに当たっては運用

上での課題が大きな障害となることがわかった．今後は，

情報の共有に関する法制度的な課題をはじめとする情報

システムの運用面に関する課題の抽出・整理とその解決

策について検討する必要がある． 

なお，本研究は首都直下地震初動期における特定テー

マのある局面における組織間情報共有の有用性について

検討したものである．従って，災害の種類や規模に応じ

た多様な災害シナリオ下における開発システムの有用性

や適用限界については，本稿の内容を超えるものであり，

今後の課題としたい． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，首都圏における防災関係機関の組織横断

的な情報共有の実現を目的として，首都直下地震の初動

期における災害対応上の課題を抽出し，その課題解決に

貢献する防災アプリケーションを開発し，それらを統合

した情報連携デモンストレーションを地方公共団体の防

災・消防職員に対して実施した．防災アプリケーション

の開発に際しては，システムの有無による業務プロセス

を比較することで，組織横断的な情報共有に関連する災

害対応の課題及び想定される改善点を検討した． 

デモンストレーションは，災害時のある状況下を想定

し，情報システムを活用する場面を設定した上で行われ

たため，デモンストレーションを見学した地方公共団体

の防災・消防職員には，個々の防災アプリケーションの

有効性とともに，組織横断的に情報共有が可能となる環

境の様々な可能性について理解してもらうことができた

と考えている． 

一方，実際にシステムを導入するということになると

法制度的な課題や予算的な課題，既に導入されている情

報システムとの関係や情報共有のルールの策定など，情

報システムの運用面での解決すべき課題が数多く存在す

ることが明らかとなった．このような議論が可能になっ

た理由としては，デモンストレーションの内容が実務者

から実用性，有効性が期待できるものと判断され，実際

にシステム導入を考えるに値するものであったことの証

左であると考えている．今後は，システムの運用面での

課題抽出・整理と解決策について検討を進めていく所存

である．  
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IMPLEMENTATION OF INFORMATION SHARING DEMONSTRATION AMONG 

ORGANIZATIONS IN CHARGE OF DISASTER MANAGEMENT IN TOKYO 
METROPOLITAN NEAR FIELD EARTHQUAKE DISASTER 

 
Yasunori HADA, Shinya KONDO, Kimiro MEGURO, Miho OHARA,  

Shinsaku ZAMA, Makoto ENDO, Keiji KOBAYASHI, Takeyasu SUZUKI,  
Itsuki NODA, Hiroki SHIMORA, Ikuo TAKEUCHI, Satoshi KOBAYASHI,  

Junpei ARAKAWA and Kenichi YOSHIMOTO 
 

For realizing cross-sectional information sharing in the Tokyo metropolitan area, we develop disaster 
management applications to reduce negative impact due to vital issue in phase of initial response, and co-
operation of those applications are demonstrated toward public officials in charge of disaster management. 
The demonstration of information sharing among disaster related organizations focusing on issues about 
simultaneous multiple post-earthquake fires and rescue operations after an earthquake directly underneath 
Tokyo are reported.  
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